
5.2.2モ ータカーによるまくらぎ下面圧力の測定結果

ま くらぎ間隔60cmの バラス ト軌道 において,モ ータカーの車輪の位置を30cmず つ移動させ,

静止 した状態で まくらぎ下面 に作用 している圧力の測定 を行 った。モータカーの移動に伴 う測定

用アル ミニウムまくらぎ底面の鉛直荷重波形を図5.2.7に 示す。まくらぎ底面の荷重は27個 の ロ

ー ドセルの,鉛 直荷重の合計値で示 している。モータカーは2軸 の車輪 を持つため,波 形のピー

クは2箇 所で生 じている。車輪の輪重は後輪よ りも前輪の方がやや大きいため,前 輪が測定用ま

くらぎの直上にあるときに,ま くらぎの受ける荷重は最大 となっている。荷重の分布を見 ると,

ほぼ5本 のまくらぎで車輪1輪 あた りの荷重を分担 していることが分かる。

車輪(前 輪)が 測定点直上にあるときの,ま くらぎ底面の荷重は20.78kN,車 輪が隣にあると

きは11.56kN(2本 の平均),2本 隣にあるときは3.80kN(2本 の平均)で あった。5本 のま くらぎ

で車輪の荷重を支持 していると仮定すると,載 荷点直下:載 荷点隣,載 荷点か ら2本 隣のまくら

ぎの荷重分担率は0.40:0.22:0.07と なる。一般的にまくらぎの荷重分担率は0.4:0.2:0.1程 度 に

なる とされてお り,従 来の強化路盤の設計でもこの荷重分担率が使用 されているが5),今 回の試験

結果 によってその妥当性を確認することができた。

車輪の位置の移動によるまくらぎ底面の圧力分布の変化を図5.2.8に 示す。一般的にバ ラス ト

軌道 においてまくらぎを設置する際には,タ イタンパー を用 いて振動 を加えることによる突き固

めを行 う。通常は レールをジャッキアップした状態でまくらぎのレール直下の位置を重点的に突

き固めるため,突 き固め作業直後は主にレール直下の位置でまくらぎ荷重 を支持することになる。

一方
,本 試験では突き固め作業の影響を極力排除するため,ま くらぎの底面全体で均等に荷重を

支持 させ ることを目的 として,ま くらぎ全体 に対 して均等 に突 き固め作業を行った。

まくらぎ底面の圧力の分布形状を見ると,ロ ー ドセルの位置によって値がば らついていること

が分かる。これは,バ ラス トの粒径は最大で6cm程 度であるのに対 して,ま くらぎ底面に取 り付

けた受圧板の幅が6～8cm程 度であったため,バ ラス トとまくらぎ底面の接触状態が影響 したと

考え られる。本試験ではまくらぎ全体にバ ラス トの突き固めを行っているが,レ ール直下 を重点

的に突き固めた場合は,レ ール直下付近のまくらぎ下面圧力が高くなる傾向となる4)。FEM解 析

の結果ではバラス ト表面が平滑な場合で も,ま くらぎの曲げ変形によ りレール直下のまくらぎ下

面圧 力が高 くなっていたが,ま くらぎ全体に突き固めを行った本試験でもレール直下付近におけ

るまくらぎ下面圧 力がやや高 くな る傾向は見 られる。まくらぎ下面圧力の分布は車輪が移動 して

も分布傾向は同様であ り,圧 力の高い箇所では載荷 された ときによ り大 きな圧力を受け,圧 力を

受けていない箇所では載荷されて もあまり圧力が大き くなっていないことが分かる。

まくらぎの幅方向に3分 割 されたロー ドセルにおける,車 輪の位置 に対するまくらぎ下面圧 力

の変化 を図5.2.9お よび図5.2.10に 示す。それぞれ(a)には測定された圧力値,(b)に は圧力の最大

値で正規化 した値 を示 している。車輪がまくらぎを通過する前後の圧力の大 きさを比較すると,

通過前 も通過後 もほぼ等 しい圧力分布であることが分かる。仮に車輪の移動に伴うまくらぎの回

転の影響がまくらぎ下面の圧力分布に影響するのであれば,車 輪 に近い側の端部の圧力が高くな

ると考え られるが,本 試験ではまくらぎ下面圧力に対するまくらぎ回転の影響は見られなかった。



図5.2.7モ ータカ ーの走行 による ま くらぎ下面 の鉛直 荷重



図5.2.8モ ータカ ーの走行 による ま くらぎ下面圧 力分 布



図5.2.9モ ータカーの走行によるまくらぎ下面圧力分布の変化



図5.2.10モ ータカ ーの走 行 による まく らぎ 下面圧 力分布の 変化



5.3繰 返 し載荷試験 によるまくらぎ下面圧力の測定

5.3.1試 験方法

(1)ロ ー ドセル設置方法の改良

モータカーによる試験 において,モータカーの前輪が測定用 まくらぎの直上 にあるとき,隣 のま

くらぎにあるとき,2本 隣 にあるときにまくらぎ底面が受 けて荷重の合計値 は51.5kNで あった。

モータカーの軸重(左 右の輪重の合計値)が64kNで あるので,5本 のまくらぎで荷重を支持 して

いると仮定すると,ま くらぎ5本 分の底面で測定されている総荷重は軸重の8割 程度 ということ

になる。 これにはいくつかの理 由が考 えられる。第1に 考え られるのが荷重分担率のば らつきに

よ り,隣 接する他のまくらぎと比較 して同 じ条件でも測定用 まくらぎの支持する荷重が小さか っ

た という可能性である。第2章 の小型模型試験で もまくらぎ荷重のばらつきが見 られたが,バ ラ

ス ト軌道の敷設では,す べてのまくらぎが完全 に等 しく荷重を受けるように敷設するのは困難で

あ り,各 まくらぎが受 ける荷重には多少のばらつきが生 じると考え られる。第2の 理 由がま くら

ぎ側面による摩擦である。 まくらぎの側面は道床バ ラス トに接 しているため,ま くらぎ とバ ラス

トの摩擦 によってま くらぎ底面に作用する荷重が低減している可能性が考え られる。第3の 理由

はロー ドセル格納治具の形状に起因するものである。ロー ドセル格納治具は図5.3.1(a)に 示すよ

うに,治 具 自体の端部が荷重 を支持 して しまう可能性のある構造であった。石川 らの実験 におい

て も,底 面に作用す る荷重は載荷荷重の7割 か ら8割 程度であるという結果が示されてお り,こ

れ にはまくらぎ側面の摩擦 と治具の形状が影響 していると考察 されている6)。石川 らの実験ではま

くらぎ1本 の載荷で あったので,ま くらぎ荷重分担率のばらつきの影響は含 まれていない。本試

験においてまくらぎ底面に作用する荷重の割合は石川 らの実験 と同程度であったことか ら,荷 重

分担率のば らつきではな く,主 にまくらぎ側面の摩擦および ロー ドセル格納治具の形状によって,

まくらぎ底面の荷重が小さくなったと考え られる。 ここでは,ロ ー ドセル格納治具の形状 による

影 響が無視 できない と考 え られ たため,繰 返 し載荷 試験で はロー ドセル格納治具 の形 状 を図

5.3.1(b)に示すように改良す ることとした。

図5.3,1ロ ー ドセル格納 治具 の改 良



一方
,受 圧板 の配 列が 圧 力分布 に影響 を与 える可能 性 が考 え られ たため,図5.3.2に 示 す よ う

に受 圧板 の長 手方 向の 向 きが 同一 とな るよ うな配 列 と した。本 試験 では ま くらぎ下面 の材 質 の影

響 を検 討す るた め,表 面 の滑 らか な鉄 板 を用 いた 「Case1:Smooth」,滑 り止めパ ター ン付 の縞 鋼板

を用 いた 「Case2:Rough」,弾 性 ま くらぎのゴム製 弾性材 を用 いた 「Case3:Resilient」 の3種 類 の受

圧 板 を作成 した。

(2)試 験軌道の敷設

本試験ではバラス トの上にまくらぎ1本 を設置 して繰返 し載荷を行った。試験軌道の概略を図

5.3.3に 示す。まくらぎ1本 の載荷では前後のまくらぎとの高 さを合わせる必要がないため,PC3

号 まくらぎ下面にロー ドセル を取 り付けて測定 を行った。路盤はコンク リー ト路盤 とし,路 盤内

には土圧計を設置 した。土圧計付近での応力の集中を避 けるため,土 圧計の表面が路盤 コンクリ

ー ト表面の高さと一致するように路盤コンクリー トを打設す る際に木片で箱抜きを行 い,そ の中

に土圧計を設置した。また,バ ラス ト粒子 と土圧計が直接接触すると圧力を適切 に測定できない

可能性があるため,路 盤コンク リー ト表面 には緩衝材 として厚さ5cmの 粒度調整砕石層 を敷設 し

た。バラス ト層の厚 さは25cmと した。突 き固め作業 によるまくらぎ下面圧力分布への影 響を避

けるために,バ ラス トの締固めは行わず,撒 き出した状態でそのまままくらぎを設置 した。 まく

らぎ下面がバラス ト表面にできるだけ均一 に支持 されるように,バ ラス ト表面は±2mm以 内の精

度で高さを調整 した。試験 に使用 したバラス トの粒径加積曲線を図5.3.4に 示す。

(3)載 荷方法

図5.3.5に 示す軌道動的載荷試験装置を用いて繰返 し載荷試験を行 った。載荷荷重 は軸重で

64kNと し,片 レール あた り32kNの 載荷を行った。本試験はまくらぎ1本 に対する載荷であるこ

とか ら,標 準的な載荷輪重である80kNに 対 して載荷点直下の標準的なまくらぎ荷重分担率とし

て0.4を 乗 じることにより載荷荷重 を定めた。

載荷パター ンを図5.3.6に 示す。はじめに初期載荷 として3回 の静的載荷を行った後に1万 回

の動的載荷を行った。その後3回 の静的載荷を行った後,39万 回の動的載荷 を行い,最 後 に3回

の静的載荷 を行った。載荷回数は合計40万 回とした。これは通 トン数に換算すると16tf×400,000

=640万 トン程度である。

動的載荷 において,受 圧板がSmoothお よびRoughに 対 しては載荷周波数を7Hzと した。弾性

まくらぎであるResilientで は弾性材の影響によ り変位振幅量が大きくな り,載 荷装置の能力の制

約 によ り7Hzで は載荷できなかったため,載 荷周波数 を1Hzと した。

(4)測 定項 目

路盤表面の圧力は土圧計を用いて,両 レール直下 と軌道 中心の3点 で測定を行 った。ま くらぎ

下面には2方 向ロー ドセルが26個 設置されてお り,鉛 直方向とせん断方向の合計52点 の測定を

行 った。 まくらぎ変位 はまくらぎ両端部 とまくらぎ中心の合計3点 で測定を行った。



図5.3.2ま く らぎ下 面の ロー ドセル受圧板

図5.3.3繰 返し載荷試験 における試験軌道



図5.3.4バ ラス トの粒 径加 積 曲線

図5.3.5軌 道 動 的載荷試 験 装置

図5.3.6繰 返 し載 荷試験 における載 荷パ ター ン



5.3.2試 験結果

まくらぎ下面 の鉛直圧力の分布 を図5.3.7に 示す。まくらぎ下面の圧力はバラス ト粒子 とロー

ドセル受圧板の接触状態の影 響を強 く受け,ば らつきが大きくなる。初期の静的載荷 において特

にあた りの強 い箇所では繰返 し載荷 とともに圧力が減少し,逆 に圧力の小さい箇所では増加する

傾 向にある。初期載荷ではCase1:Smooth,Case2:Roughと もに レール直下付近で圧力が大 きい箇

所が見 られるが,繰 返 し載荷 とともに荷重の ピーク値は小さくなっている。ば らつきの基本的な

分布傾向は繰返 し載荷が行われて も維持 されている。

一方,弾 性まくらぎであるCase3:Resilientで はまくらぎ下面に弾性材が設置 されて いることに

よ り不陸が吸収されるため,初 期状態 において も圧力のば らつきは比較的小 さい。また,繰 返 し

載荷による圧力分布の変化がほとんど見 られない。 これはバ ラス トが弾性材 に食い込むことによ

り,バ ラス ト粒子の左右方向の移動が抑制 されるためであると考え られる。 このように,弾 性 ま

くらぎではまくらぎ下面における圧力分布のばらつきを軽減す るとともに,バ ラス ト粒子の移動

を拘束する効果があることが確認 された。

まくらぎ下面のせん断方向の応力分布を図5.3.8に 示す。せん断応力は左方向に作用す る値が

正,右 方向に作用する値が負 となっている。Case1:Smooth,Case2:Roughと もに,ま くらぎ端部

付近でま くらぎ外側 に向か って応力が作用す る傾向が見 られ る。ま くらぎ中心付近で はCase1:

Smoothよ りもCase2:Roughの 方がややせん断応力が大き くなる傾向にある。これは受圧板表面

の摩擦 によ りバラス ト粒子の水平方向の移動に抵抗するためで あると考え られる。一方,Case3:

Resilientで はせん断応力が全体的に小さ くなって いる。これは剛性の小さい弾1生材が介在す るこ

とによ り,バ ラス ト表面のせん断応力が ロー ドセルに伝達されないことが原 因となっていると考

え られる。

図5.3.9に まくらぎ下面 ロー ドセルで測定された荷重の合計値 と載荷荷重の関係を示す。 いず

れのケースにおいて も載荷荷重に対 してまくらぎ下面の荷重の合計値 はやや小さく,載 荷荷重 に

対 して約90%が まくらぎ下面で測定された荷重 となっている。 ロー ドセル取 り付け治具を改良す

る前は載荷荷重の約80%が まくらぎ下面 ロー ドセルの荷重であったことか ら,治 具の形状を改良

することによ り,ま くらぎ底面が受 ける荷重の割合が増加 して いる ことが分かる。改良する前の

治具の形状では,約10%の 載荷荷重が ロー ドセル取 り付け治具の縁部で支持 されていた と考 えら

れ る。 ロー ドセル取 り付 け治具が鉛直荷重を支持 しな いよ うに改良 した本試験 で載荷荷 重の約

90%が まくらぎ底面で測定されたことか ら,ま くらぎ側面の摩擦で支持する荷重の割合は約10%

程度であると考え られる。

図5.3.10にCase1:Smooth,図5.3.11にCase2:Rough,図5.3.12にCase3:Resilientの 載荷荷重

-変 位曲線を示す。縦軸は軸重であり,左 右 レール に作用する荷重の合計値である。横軸 はま く

らぎ両端部と軌道 中心の3点 で測定 した変位であ り,各 々の変位 について荷重-変 位曲線を作成

している。変位計はまくらぎ左端部がSz1,軌 道中心がSz2,右 端部がSz3で ある。荷重-変 位曲

線は初期静的載荷,500回 目,2000回 目,10,000回 目,20,000回 目,200,000回 目,400,000回 目

の載荷について示 している。



Case1:Smooth,Case2:Roughの 荷重 一変位曲線は下 に凸の逆反 り型の形状であ り,軸 重20kN

程度 を境 に傾きが大 きく変化 している。一方,弾 性 まくらぎで あるCase3:Resilientで はCase1:

Smoothお よびCase2:Roughと 比較すると変位振幅が大 きい。これは,ま くらぎ下面に設置 した弾

性材の変形による影響が大 きいためである。Case3:Resilientに お いて も荷重 一変位曲線は下に凸

の逆反 り型の形状 となっているが,傾 きの大きさには明確な変化点は存在せず,全 体に緩やかな

曲線 を描いている。残留変位は初期載荷の1回 目で1～2mm程 度生 じ,特 に500回 目までは残留

沈下量が大き く生じている。そ の後およそ1万 回程度までには初期沈下が収束 し,そ れ以降の残

留沈下量は比較的小さ くなっている。

いずれのケースにお いて も変位計Sz1,Sz2,Sz3の 変位 にはばらつきがあ り,ま くらぎが均等

には沈下 していないことがわか る。 また,変 位振幅の大きさも測定位置によって異なっている。

特 に変位振幅の大きいCase1-Sz2,Case2-Sz3な どでは軸重20kN以 下における傾 きが緩やか になる

傾 向が顕著 に表れている。つま り,測 定位置による変位振幅の差は主に軸重20kN以 下の傾きの

緩やかな部分で生 じている といえる。これはすなわち,ま くらぎとバ ラス トの設置状態が まくら

ぎ全体で均一ではな く,ま くらぎの弾性変形 によりまくらぎがやや浮いている箇所の変位振幅が

大 きくなるということを示 して いる。

変位計Sz1,Sz2,Sz3を 平均 した値を横軸にとったのが図5.3」3の 荷重-変 位曲線である。こ

こで,Case3:Resilientは 変位振幅が大きいので,荷 重のピーク時の変位で残留沈下量の大きさを

比較す ることはできない。40万 回載荷終 了時(完 全除荷時)の 残留変位で比較する と,Case1:

Smoothが6.06mm,Case2:Roughが4.70mm,Case3:Resilientが4.38mmで あり,受 圧板が滑らか

な場合 に最 も沈下量が大きくな り,弾 性材を用いて いるときが最 も沈下量が小さくなる結果が得

られた。

繰返 し載荷 によるまくらぎの残留沈下量を比較す る際に,除 荷時の変位で比較するのか,そ れ

とも載荷時の変位で比較す るのか というのは,重 要な問題である。一般的に繰返 し載荷試験 を行

う場合,試 験装置の制御の問題で除荷時の荷重を完全にゼロとすることは困難であるため,あ る

程度の荷重を残 した状態を除荷時の荷重 として繰 り返 し載荷を行 うことになる。本試験では除荷

時の荷重は5kNと している。そのため,除 荷時の変位は真実の残留沈下量 を示 しているわけでは

ない。特 に,剛 性の小さい弾性材を使用 している弾性 まくらぎでは除荷時であって も変位量が大

きいので,残 留沈下量 を通常 のまくらぎと比較することが難 しい。そこで ここでは,初 期静的載

荷1回 目の荷重が ピークになったときの値を初期値 として,各 繰返 し載荷における ピーク値 との

差分 を残留沈下量 として考慮する こととした。繰返 し載荷試験を通 じて弾性材 自体の弾性変位振

幅量が変化 しない と仮定すると,こ の方法 を用いることで弾性ま くらぎの場合でもバ ラス トの変

形 による残留沈下量の相対的な比較 をすることが可能 になる。

上記 の方法による,各 ケースの繰返し載荷回数 と沈下量の関係 を図5.3.14に 示す。本試験では

コンク リー トまくらぎを使用 しているため,残 留変位 としてま くらぎのたわみが生 じることは考

え にくい。そのため載荷中に不等沈下が生じた として も,ま くらぎの中心 に設置 したSz2の 変位

計 による値は常にまくらぎの両端に設置 したSz1お よびSz3の 中間の値 となると考えられる。し



か しなが ら,Case1:Smoothの 場合 には載荷初期 にはSz1>Sz2>Sz3と なっているものの,徐 々に

Sz3の 沈下量が大きくな り,Sz3>Sz1>Sz2の 順 となっている。測定データをこのまま解釈す ると,

まくらぎ中心部よりも両端部 の沈下量が大きく,ま くらぎが上に凸でたわんだ形状で残留変位が

生 じている ことになる。しか しなが らコンクリー トまくらぎにひび割れが生じて いない限 り,そ

のような変形が生 じる ことは考え られない。試験後 における目視 による確認で もひび割れ は確認

で きなかった。そ こで,Sz3の 変位計の値は ドリフ トによ り基点がずれて しまった可能性が考 え

られる。

図5.3.15に はSz1,Sz2,Sz3の 平均による繰返 し載荷回数-沈 下量の曲線 およびSz2に よる繰

返 し載荷回数-沈 下量の曲線を示す。 どちらの曲線 も,Case1:Smoothの 沈下量が最も大き く,次

にCase2:Rough,最 も沈下量が小さいのがCase3:Resilientと なっている。しか しなが ら平均値 に

よる比較ではCase1-Sz3の 変位計の ドリフ トによる影響が含まれると考えられ るので,ま くらぎ

中心で測定 したSz2の 値による沈下量が実際に近い結果であると考 えられる。

土圧計で測定 した路盤表面の鉛直応力とバラス トひずみの関係を図5.3.16～ 図5.3.18に 示す。

バ ラス トのひずみはまくらぎ変位 をバ ラス ト層の厚さ250mmで 割 った値 として定義 した。応力-

ひずみ曲線はまくらぎ左端部の変位計 と左 レール直下の土圧計(Sz1-E1),軌 道 中心 と変位計と

軌道 中心直下の土圧計(Sz2-E2),ま くらぎ右端部の変位計 と右 レール直下の土圧計(Sz3-E3)

でそれぞれ作成 した。まくらぎの下面が均一に荷重を支持 していないため,路 盤表面の鉛直応 力

は位置 によってばらつきが生 じる。そのば らつきは繰返 し載荷とともに変化 し,特 に変化が顕著

であったのはCase2:Roughで あった。Case2:Roughで は繰返 し載荷 とともに両端部(E1,E3)の

応力が減少 し,中 心部(E2)の 応力が増加している。一方,Case3:Resilientで は応力の変化 は小

さか った。図5.3.19に 平均値で整理 した応力-ひ ず み関係 を示す。路盤表面応 力の平均値は

60kN/m2前 後であった。載荷荷重をまくらぎ底面積で割 った値をまくらぎ下面圧力の平均値 とす

る と,そ の値は133kN/m2で ある。路盤表面ではまくらぎ下面圧力に対 しておよそ半分程度の応力

が作用 していることになる。



図5.3.7ま く らぎ下面 圧力(鉛 直応 力)の 分布



図5.3.8ま くらぎ下面 圧 力(せ ん 断応 力)の 分 布



図5.3.9ま くらぎ下面 ロー ドセル荷重の合計値 と載荷荷重の比較



図5.3.10載 荷荷 重-ま く らぎ 変 位 曲 線(Case1:Smooth)



図5.3.11載 荷荷 重-ま く ら ぎ 変 位 曲線(Case2:Rough)



図5.3.12載 荷荷 重-ま く らぎ変位 曲線(Case3:Resilient)



図5.3.13載 荷 荷重-ま くらぎ変位 曲線(Sz1,Sz2,Sz3平 均)



図5.3.14繰 返 し載荷 回数 と沈 下量 の関係



図5.3.15繰 返 し載荷回数 と沈下量の関係



図5.3.16バ ラ ス トの応 カ-ひ ず み 曲線(Case1:Smooth)



図5.3.17バ ラ ス トの応 力-ひ ずみ 曲線(Case2:Rough)



図5.3.18バ ラス トの応 力-ひ ずみ 曲線(Case3:Resilient)

(注)Case3は 弾 性材 の変形 を含 む



図5.3.19バ ラス トの応力-ひ ずみ曲線(平 均値)

(注)Case3は 弾性材の変形 を含む



5.4FEMに よるまくらぎ下面圧力および路盤圧力の検討

5.4.1バ ラス トの変形係数 によるまくらぎ下面圧力と路盤圧力の変化

FEMに よ りバラス ト軌道の解析を行 うためには,比 較的サイズの大 きな粒状体の集合である道

床バ ラス トを連続体 として仮定 しなければな らない。そのときに重要 となるのが,バ ラス トの変

形係数(剛 性)の 設定で ある。バ ラス トの変形に対 してFEM解 析を行 う際には,適 切な変形係数

を与える必要がある。一方,ま くらぎの変位には,ま くらぎ下面とバラス ト表面 の接触状態に起

因するベディングエラーが影響を与える。これを解析で表現するためには,ま くらぎ とバ ラス ト

の間にGap要 素等を用 いることによ り,非 線形解析 を行 う必要がある。しか しなが ら,非 線形解

析を行 うのは客観的なパ ラメータの設定が難 しいことに加え解析上の経験的な技術が必要 となる

ので,実 務 として路盤の設計に用 いる手段 としては未だ適切ではないと考えられ る。そ こで,こ

こでは線形弾性解析によ り路盤表面に作用する圧力を求めるための,適 切なバ ラス トの変 形係数

の設定方法について検討 を行 った。

FEM解 析モデル を図5.4.1に 示す。まくらぎはPC3号 まくらぎの形状を忠実にモデル化 した。

バラス トの厚 さは25cmと し,路 盤はコンクリー ト路盤 とした。実際のバ ラス ト軌道では,ま く

らぎ側面 もバ ラス トで覆われているが,FEMで そのままバ ラス トのモデル化を行 うとまくらぎ側

面とバラス トが連続体 となるため,ま くらぎ側面のバ ラス トがせん断抵抗によ り鉛直荷重 を支持

して しまうとい う問題が生 じる。そ こで,本 解析におけるバ ラス ト層はまくらぎの荷重 を主 に支

持するまくらぎ底面以下の25cm分 のみモデル化を行った。解析パラメータを表5.4.1に 示す。バ

ラス トの変形係数は50,100,150,200,300,400MN/m2の6種 類について解析 を行った。

図5.4.1FEM解 析モ デル

表5.4.1FEM解 析パ ラメ ータ



バラス ト表面 にお ける鉛直応力の分布を図5.4.2に 示す。バラス トの変形係数が小さい時は,

まくらぎの縁部で鉛直応力が高 くなる傾向にある。一方,バ ラス トの変形係数が大きくな ると,

レール直下における鉛直応力が高くなる ことが分かる。

路盤表面における鉛直応力の分布 を図5.4.3に 示す。バラス トの変形係数が小さい時はまくら

ぎの下全体 に広 く鉛直応力が分散 しているが,変 形係数が大きくなるとレール直下 に鉛直応力が

集中する傾向が見 られる。

バ ラス ト表面 における鉛直応力を図5.4.4に 示す。変形係数が最も大 きい400MN/m2の ときに

はまくらぎ中心部 とレール直下の応力の差が大 きくなっている。それに対 して,バ ラス トの変形

係数が小さい ときはまくらぎ中心部よ りもレール直下の値がやや大きくなる傾向が見 られるもの

の,そ の差は小 さい。一方,ま くらぎ長手方向のまくらぎ中心線と縁部で比較す ると,ま くらぎ

縁部の応力の方が大 きくなっていることが分かる。

路盤表面における鉛直応力を図5.4.5に 示す。バ ラス ト表面にお ける鉛直応力と同様に,変 形

係数が最 も大きい400MN/m2の ときにはまくらぎ中心部とレール直下の応力の差が大 きくなって

いる。バ ラス トの変形係数が小さいときにもまくらぎ中心部 よりもレール直下の値がやや大きく

なる傾向が見 られ るがその差 は小 さい。

バ ラス ト表面の変位量を図5.4.6に 示す。バラス ト表面の変位はバラス トの変形係数に大きく

依存 している。バラス トの変形係数が50MN/m2の ときはレール直下で0.38mm,ま くらぎ中心で

0.31mmの 変位 が生 じているが,100MN/m2の ときは変位が小 さくな り,レ ール直下で0.20mm,

まくらぎ中心で0.14mmと なる。バラス トの変形係数を400MN/m2と した場合では レール直下で

0.06mm,ま くらぎ中心で0.02mmで あ り,非 常に小さくなる。

5.4.2FEMに おける適切なバラス トの変形係数の検討

Case2:Roughの 繰返 し載荷試験 における40万 回載荷後の荷重-変 位曲線 を図5.4.7に 示す。ま

くらぎ左側端部 のSz1,ま くらぎ中心のSz2,ま くらぎ右側端部のSz3の 各々について荷重-変 位

曲線 を示 して いる。荷重-変 位曲線は下に凸の逆反 り型の形状 となって いるが,特 に載荷荷重

10kN以 下の領域 における非線形性が強い。一般的 に締固めた礫質の材料では凸の逆そ り型の応力

-ひ ずみ関係が見 られることが多いが,ま くらぎの載荷試験では特 に非線形性が強 く現れる。 こ

れにはバラス トの材料特性 としての剛性の拘束圧依存性だけではな く,ま くらぎ下面とバ ラス ト

の接触状態に起因するベディングエラーや不陸 によるまくらぎ支持状態のばらつきが含まれてい

るものと考え られる。

ここでは路盤の設計のためのバラス トの変形係数 として,載 荷荷重20kN以 上の領域を線形に

近似 した値を使用することとした。荷重-変 位曲線の20kN以 上の領域に対して,最 小二乗法に

よ り線形近似 を行 った。 この傾きを軌道支持ばね係数(ま くらぎ一本あた りのばね係数)と し,

載荷荷重の小さい領域 における変位を含まないまくらぎ変位を求めた。 このようにして求めたま

くらぎ変位 と,バ ラス トの変形係数を100MN/m2と した場合のFEMに よるまくらぎ変位の比較 を

図5.4.8に 示す。載荷荷重の小さい,非 線形性の強い領域の影響取り除いた状態で比較を行 うと,



バラス トの変形係数 を100MＮ/m2と したときに,実 測値 との整合性が高いことが分かる。荷重 レ

ベルの大きい領域では,ま くらぎとバラス トが十分 に密着 しバラス ト層自体 のひずみが変形の主

な要因になると考 えられ る。そのため,バ ラス ト層 自体の変形係数は100MN/m2程 度であると判

断できる。

一方,関 根 ら(2002)に よるバラス トの大型三軸試験結果を図5.4.9に 示す7)。 この試験ではロ

サ ンゼルス試験機で道床バ ラス トを強制的に磨耗 させ,磨 耗度による違いを比較 している。磨耗

していないケースを磨耗度O,10分 間磨耗 させたケースを磨耗度A,35分 間磨耗 させたケースを

磨耗度Bと している。磨耗度によ り変形係数 は異なっているが,例 えば磨耗度Aの 場合に着 目す

ると,ま くらぎ下面圧力に相 当する軸差応力133kN/m2の ときに接線変形係数 は100MN/m2程 度と

なっている。軸差応力や軸 ひずみ レベルによって変形係数は異なるが,他 のケースについても,

変形係数は100～200MN/m2程 度の範囲に主 に分布 している。このように,三 軸圧縮試験の結果か

らも,設 計上のバ ラス トの変形係数 として100MN/m2程 度の値を採用することは妥 当であると考

え られる。

FEMと 繰返 し載荷試験におけるまくらぎ下面圧力の比較を図5.4.10に 示す。まくらぎ下面圧力

の実測値は40万 回載荷後の静的載荷 におけるCase1:SmoothとCase2:Roughの 値の平均値である。

実測値は位置によるばらつきが大き く,最 小値は20kN/m2程 度,最 大値は280kN/m2程 度 まで分

布 している。しか しなが ら実測 によるまくらぎ下面圧力の平均値は約120kN/m2で あ り,平 均値で

見 るとFEMに よるまくらぎ下面圧力の値と良い一致 を示している。路盤表面 の圧力を図5.4.11

に示す。路盤表面の圧力の実測値についても,40万 回載荷後の静的載荷 にお けるCase1:Smooth

とCase2:Roughの 値 の平均値 とっている。路盤表面 の圧 力については実測値のば らつきが小さく,

FEMの 結果 との整合性 も良い。このよ うに,バ ラス トの変形係数を100MN/m2と することで,FEM

.の結果は実測値 と良い一致を示 した。

図5.4.12に 従来の強化路盤の設計で用 いられていたまくらぎ下面圧力とFEMの 比較を示す。

また,図5.4.13に 路盤圧 力の比較を示す。従来の設計で用いられていた路盤圧 力はまくらぎ下面

か ら台形に分散された等分布荷重であるが,FEMと ほぼ同程度の値 となることが分かる。また,

この値 は試験 によ り得 られた実測値との整合性 も高い。 しか しなが ら,従 来の路盤圧力は路盤表

面で矩形に分布 した圧力が一定で作用す るのに対 して,FEMで はよ り実際に近 い分布傾向を表現

す ることができる。性能規定による強化路盤の設計において,ア スファル トコンクリー トの疲労

寿命か ら強化路盤の耐用年数を規定する方法を導入す るため,ア スファル トコンクリー トに発生

するひずみを精度良 く求める必要がある。アスファル トコンクリー トのひずみ を求め る際 には,

路盤表面における圧力分布は大きな影響を与 える と考え られるため,単 純化 して矩形 とした路盤

圧力分布 を用 いるのではなく,FEMを 用いてバ ラス ト部分を含めてモデル化 した解析 を行 うこと

でより実際の変形挙動 に近い,精 度の高い設計を行 うことができると考えられ る。



図5.4.2バ ラス トの変形係数 によるバラス ト表面鉛直応力の変化



図5.4.3バ ラス トの変形係数による路盤表面鉛直応力の変化



図5.4.4FEMに よるまくらぎ下面圧力分布(バ ラス ト表面の鉛直応力)



図5.4.5FEMに よ る路 盤 表面 の圧 力分 布

図5.4.6FEMに よ る まく らぎの変 位分布



図5.4.7ま くらぎとバラス トの接触面の影響を取 り除 いた変位量の計算



図5.4.8ま く らぎ変位 のFEMと 実測値 の比 較(バ ラス トE=100MN/m2)

図5.4.9大 型三軸圧縮試験によるバラス トの変形係数(関 根 ら7)



図5.4.10FEMと 繰返 し載荷試験 におけるまくらぎ下面圧力分布の比較

図5.4.11FEMと 繰返 し載荷試験 における路盤表面圧力分布の比較



図5.4.12FEMと 従来の設計方法におけるまくらぎ下面圧力分布の比較

図5.4.13FEMと 従来の設計方法 における路盤表面圧力分布の比較



5.5第5章 の まとめ

第5章 では実物大のバラス ト軌道の変形挙動について検討を行 った。はじめに,バ ラス ト軌道

の試験軌道 にまくらぎ下面圧力測定用のまくらぎを設置 して,モ ータカーの走行試験を行った。

モータカーの移動 に伴って まくらぎが受ける荷重を測定 した結果,お よそ5本 のまくらぎで輪重

を支持 してお り,ま くらぎ荷重分担率は0.4:0.2:0.1程 度になることが確認された。一方,ま く

らぎ下面の圧 力はまくらぎ下面とバラス トの粒子の接触状態の影響を強 く受けてばらつきが生 じ

ることが分かった。そのため,ま くらぎ下面における圧力の分布傾向は明瞭には得 られないが,

レール直下でやや圧 力が大 き くなる傾向は見 られた。

バラス ト上に設置した1本 のまくらぎに対する繰返 し載荷試験において も,ま くらぎ下面の圧

力はバ ラス トとまくらぎ下面 の接触状態に起因するばらつきが大きかった。しかしなが ら,弾 性

まくらぎでは弾性材がバラス ト表面の不陸 を吸収するためばらつきが比較的小さくな り,繰 返し

載荷 に伴 うまくらぎ下面圧力分布の変化も小さかった。また,繰 返し載荷試験においてまくらぎ

下面圧力測定用の ロー ドセル格納治具の形状を改良することにより,ま くらぎ下面に作用する荷

重の合計値を測定 した結果,ま くらぎ下面では載荷荷重の90%程 度の荷重 を支持して いることが

明 らか となった。残 りの10%程 度の荷重はまくらぎ側面における摩擦力等 により支持 されている

ものと考え られる。

繰返 し載荷 による残留沈下量は,ま くらぎ下面の材質の影響を受けることが分かった。滑 らか

な鉄板 を用 いた 「Case1:Smooth」,滑 り止めパ ター ン付 の 「Case2:Rough」,弾 性 ま くらぎの

「Case3:Resilient」を比較 した結果,ま くらぎの残留沈下量はCase1>Case2>Case3の 順 となった。

これは,ま くらぎ底面がバ ラス ト粒子の移動を拘束することによ り,沈 下 を抑制する効果がある

ためで あると考 えられる。

従来の強化路盤の設計では,ま くらぎ下面の圧力が矩形にバ ラス ト内に分布 して路盤表面に作

用す ると仮定 して計算が行われていた。 しか し,ア スファル トコンクリー トのひずみ を求めるた

めには,よ り実際に近い圧力分布 を用 いる必要あると考えられ る。そのためには圧力の分布形状

を仮定せずに,ま くらぎとバ ラス トをFEMで モデル化した解析を行 うのがよいと考えられる。そ

のためには,非 線形性の強い挙動 を示すバ ラス ト層 に対 して,線 形弾性解析を行 うために適切な

変形係数 を設定 しなければな らない。載荷試験による検討の結果,バ ラス ト層の非線形性はまく

らぎ とバ ラス ト粒子の接触の影響が大きいと考え られ,特 に荷重が20kN未 満のときに非線形性

が強いことが分かった。そのためFEM解 析を行 う際には,荷 重 レベルの大 きい20kN以 上の荷重

一変位曲線 を近似できるようなバラス トの変形係数を用いることとした。検討の結果,解 析に用

いるバ ラス トの変形係数は100kN/m2程 度の値を用いることが妥当であることが分かった。本研究

にお ける方法でバ ラス トの変形係数を設定することで,ま くらぎとバラス ト間のベッディングエ

ラー に起 因する変位量が除去され るため,ま くらぎの変位は実測値よ りも小さくなると考え られ

るが,路 盤に表面作用する圧力や路盤以下の構造における応力 ・ひずみに関 しては適切にシミュ

レー トす ることができると考え られる。
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第6章 耐用年数を考慮 した強化路盤の設計方法

6.1設 計方法の概要

第1章 で述べた通 り,平 成4年 に制定 された 「鉄道構造物等設計標準 ・同解説 土構造物」1)

において,強 化路盤は路盤表面の変位量が2.5mm以 内 となるようにその厚さが定め られている。

これは,定 常的に2.5mm以 上のたわみが路盤に生 じると,ア スファル トコンク リー トにひび割れ

が発生 しやす くなるという考え方 に基づいている。路盤の厚 さは軌道条件(ロ ングレールor継 目

レール,在 来線or新 幹線)ご とに,路 床 の平板載荷試験によるK30値 に応 じて標準的な値が示さ

れて いる。そのため,軌 道条件 と路床のK30値 が定まれば,路 盤の厚 さは一意 に決まることにな

る。

一方,新 しい強化路盤の設計では性能規定による方法を導入す ることが求め られている。性能

規定 による方法では,そ れぞれの線区にお ける使用条件を考慮 しなければな らないため,列 車の

通過本数や列車荷重に応じた柔軟な設計を行 う必要がある。アス ファル トコンクリー トに関する

性能規定 による設計方法として,道 路のアスファル ト舗装の設計では性能規定 による方法が導入

されてお り2),鉄道においてもアスファル ト路盤直結軌道3),4),5)に関 しては平成11年 制定の 「鉄道

構造物等設計標準 ・同解説 省力化軌道用土構造物」6)において耐用年数を考慮 した設計方法が導

入されている。これ らの方法ではアスファル トコンクリー ト下面に生 じる引張 りひずみによって

アスファル トコンク リー トの疲労寿命を考慮 している。 ここでは,こ れ らの設計方法を参考にし

て,性 能規定による強化路盤の設計方法 について検討を行った。

6.2解 析モデル

性能規定による強化路盤の設計を行 うためには,ア スファル トコンクリー ト下面の引張 りひず

み を精度よ く推定する必要がある。第3章 か ら第5章 までの検討において,線 形弾性解析 による

FEMを 用いることで,実 務上問題のない精度で列車荷重下の強化路盤の変形特性をシミュレー ト

できることを確認 した。そ こで,本 章では実物大の強化路盤を想定 した解析 を行 うことによ り,

強化路盤 のアスファル トコンク リー トに発生す るひずみを求めることとした。

強化路盤のFEM解 析モデル を図6.2.1お よび図6.2.2に 示す。解析 には第3章 か ら第5章 まで

の検討 と同様に汎用 プログラムであるNASTRANを 使用 し,3次 元モデルによる線形弾性解析を

行 った。強化路盤のアスファル トコンクリー トのひずみを精度よ く求めるため に,要 素分割数を

十分多 くとっている。 レールは梁要素,軌 道パ ッドはばね要素,ま くらぎ,バ ラス ト,路 盤,路

床はソ リッ ド要素を用 いてモデル を作成 した。解析時間を短縮す るために解析モデルは1/4対 称

モデル とした。軌間は在来線を想定 して狭軌 とし,ま くらぎ間隔は60cmと した。路床は深 さ10m,



軌道延長方 向にはモデルの対称軸か ら10mの 距離までモデル化 した。路盤の幅は1級 線の施工基

面幅 とし,軌 道 中心か らレール直角方向に2.75mと した。また,路 床の幅は軌道中心か ら8mと

した。載荷点 は軸距2.1mの2軸 台車を想定 し,台 車の中心がモデルの中心軸 と一致す るよ うな位

置で載荷を行った。

解析パラメータを表6.2.1に 示す。バ ラス トの変形係数は 「第5章 バラス ト上に設置 した実

物大 ま くらぎの載荷試験 」 にお ける検 討結果 を考慮 して,強 化 路盤 設計 のため の値 として

100MN/m2を 採用することとした。アスファル トコンク リー トの変形係数は,「 第4章 実物大 ア

ス ファル ト路盤直結軌道の載荷試験」の検討結果 をもとに,こ こではAI(ア メ リカアスファル ト

協会)が 示 している気温20℃ のときの値 として,3000MN/m2と した。粒度調整砕石の変形係数は

従来 の強化路盤の設計で用 いられていた値が三軸圧縮試験の結果7)と比較 して妥 当であったため,

従来の値 を踏襲 して180MN/m2と した。路床の変形係数は従来の方法を参考に して,第1章 の式

(1.3.11)～(1.3.13)で示 した平板載荷試験による10-3ひ ずみレベルの変形係数か ら,変 形係数のひず

み レベル依存性を考慮 して決定 した。列車荷重の主な影響範囲である路床の深 さ3mま では10-4

ひずみ レベルであ り,第2章 に示 した三軸圧縮試験による接線変形係数の傾きを考慮 して2.5倍

に割 り増 した値を使用 した。路床 の深さ3m以 深については,10-5ひ ずみ レベルであ り,さ らに拘

束圧 も高 くなることか ら10-4ひ ずみ レベルか らさらに2倍 割 り増 した値を用 いた。 この方法で求

めた路床の変形係数はK30値=110MN/m3の 場合,深 さ3mま では67.0MN/m2,3m以 深については,

133.9MN/m2と なる。「鉄道構造物等設計標準 ・同解説 省力化軌道用土構造物」 におけるアスフ

ァル ト路盤直結軌道の設計において,路 床のK30値=110MN/m3に 対する値 として100MN/m2が 使

用 されていることを考慮すると,鉄 道路盤の設計に用いる値 としては妥当な範囲であると判断で

きる。



図6.2.1実 物大強化路盤のFEM解 析モデル図



図6.2.2解 析モデルにおける載荷点の位置

表6.2.1FEM解 析パ ラ メー タ



6.3解 析結果

6.3.1路 盤表面の変位

路盤表面変位の解析結果を図6.3.1に 示す。路床のK30値 が70MN/m3の 場合と110MN/m3の 場

合について,粒 度調整砕石層厚 さが15cm,30cm,60cmの 場合についてそれぞれ示 している。路床

のK30値 が70MN/m3の 場合は,路 盤変位 は80kNの 静止輪重に対 して1.25mm～1.5mm程 度であ り,

路床のK30値 が110MN/m3の 場合は,路 盤変位は80kNの 静止輪重に対 して0.9mm～1mm程 度で

ある。路盤が厚い場合の方が,路 盤が薄い場合 よ りも変位がやや小さくなっているが,路 盤の厚

さが路盤表面の変位 に与える影響は比較的小さ く,特 に路床の変形係数が大きい場合は路盤厚 さ

による変位 の差が小 さいことが分かる。 これは,路 盤の変位 は主に路床の変形係数に依存 し,路

盤を厚 くして も変位 を抑制する効果が小さいことを示 している。変位の分布範囲については,本

解析のような台車による2軸 載荷の場合,ま くらぎ13～15本 程度の範囲に広 く分布 している。

図6.3.2に 速度衝撃率を考慮 した路盤表面の変位 と路盤厚さの関係を示す。路盤に作用する荷

重は列車速度 とともに増加するが,平 成4年 制定の土構造物設計標準 にお いて,速 度衝撃率は式

(6.3.1)お よび(6.3.2)が 用 いられている。設計輪重はEF81機 関車の場合で82kNが 用いられて

いる。

在来線における列車の最高速度は160km/hで ある。そのため,ロ ングレールの場合速度衝撃率の

最大値は1.48,継 目レールでは1.8と なる。図中には,静 止輪重の場合,ロ ングレール(速 度衝

撃率1.48)の 場合,お よび継目レールの場合(速 度衝撃率1.8)に ついて路盤表面の変位を示 して

いる。従来の設計標準では路床のK30値 が70MN/m3の 場合,ロ ングレールでは粒度調整砕石層の

厚さは30cm,継 目レールでは60cmと されてお り路盤表面の変位は2.5mm以 内とされている。本

解析においても,そ れ らの条件では路盤変位は2.5mm以 内 となってお り,従 来の設計方法 との整

合性が確認できる。路床のK30値 が110MN/m3の 場合 も同様に,従 来の設計方法における路盤厚さ

とすることで,変 位の制限値2.5mmを 満た していることが確認できる。

6.3.2ア ス フ ァル トコンク リー トのひ ずみ

アス フ ァル トコ ンク リー ト下面 の レー ル長手 方 向の ひず みを図6.3.3に 示す 。路床 のK30値 が

70MN/m3の 場 合 と110MN/m3の 場 合 にお いて,粒 度 調整砕 石層 の厚 さが15cm,30cm,60cmの 場合

につ いてそ れぞ れ示 して いる。路床 のK30値 が70MN/m3の 場 合の方 が,路 盤厚 さ に対 す るひずみ

の変化 量が 比較 的大 き く,路 床 のK30値 が110MN/m3の 場合は路 盤厚 さに対 す るひずみ の変化 量が

比較 的小 さ くな る。 アス フ ァル トコ ンク リー トの引張 りひずみ の大 き さは載荷点 直 下が最 も大 き

か った。

レー ル長 手方 向 のア ス フ ァル トコ ンク リー トの ひずみ は まく らぎ直 下で 引張 り,ま く らぎ中間

部 で は圧縮 とな って いる。路 盤 のたわみ は13～15本 程度 の範 囲 に及 ぶ下 に凸型 の形 状で あるが,



アスファル トコンク リー ト下面のひずみは路盤のたわみが生 じているスパ ンに対 して常に引張 り

ひずみが生 じているのではな く,離 散的に配置 された個 々のまくらぎの影響 を強く受けている。

これは,鉄 道路盤におけるアスファル トコンクリー トのひずみの大きさを考慮す る場合,路 盤の

たわみ形状のみでは評価できないことを示 している。 まくらぎ直下で引張 り,ま くらぎ中間部で

圧縮 となる傾向は,「 第2章 小型軌道模型を用いた移動荷重載荷試験」において,バ ラス トを用

いたSeries2Case5で も確認されている。

載荷点直下のまくらぎの直下にお ける,レ ール直角方向のアスファル トコンクリー ト下面のひ

ずみを図6.3.4に 示す。 レール直角方向のひずみは レールよりやや外側で引張 りひずみが最大 と

な り,ま くらぎ端部よ りも外側では圧縮ひずみが生じている。 レール直角方 向のひずみについて

も路床のK30値 が70MN/m3の 場合の方が,K30値 が110MN/m3の 場合よ りも路盤厚 さに対す るひず

みの変化量が大 きくなっている。

図6.3.5に 引張 りひずみの最大値 と路盤厚さの関係 を示す。引張 りひずみの最大値はレール長

手方向,レ ール直角方向,お よび最大主ひずみについて示 している。路床のK30値 が70MN/m3の

場合 において,粒 度調整砕石層の厚 さが15cmの 場合は レール長手方向よ りもレール直角方向の

ひずみの方が大 きい。 しか し,粒 度調整砕石層の厚さが60cmの 場合は逆に レール長手方向のひ

ずみの方が大きくなっている。一方,路 床のK30値 が110MN/m3の 場合には常 にレール長手方向の

ひずみの方が大 きい。 このように,路 盤の厚 さや路床の剛性 によって,ひ ずみが大きくなる方向

が変化することが分かった。ひずみは路床の剛性が小さく,路 盤が薄いときは レール直角方向が

大 きくな り,路 床の剛性が高 く,路 盤が厚いときには レール長手方向が大き くなる傾向 となって

いる。以上の結果より,鉄 道路盤においてひずみの発生す る方向は路床や路盤の条件によって変

化するため,疲 労寿命 を考慮するための引張 りひずみは方向を指定せず,最 大主ひずみで評価す

る必要があると考えられる。



図6.3.1FEMに よる路盤表面の変位



図6.3.2速 度衝撃率 を考慮 した路盤表面の変位



図6.3.3FEMに よる アス フ ァル トコンク リー トのひずみ(レ ール長 手 方向)



図6.3.4FEMに よ るア ス フ ァル トコ ンク リー トのひ ずみ(レ ール 直角 方向)



図6.3.5路 盤の厚さによるアスファル トコンク リー トのひずみの最大値



6.4ア スファル トコンク リー トの耐用年数の試計算

アスファル トコンクリー トの疲労 クラックに対する規準式 については,道 路のアスファル ト舗

装および省力化軌道用アス ファル ト路盤の設計で使用 されている式(6.4.1)を 用いた。この式はAI

のAASHO道 路試験の結果 をもとに求められた破壊基準式であ り8),アスファル トコンク リー トの

設計に広 く使用されている。強化路盤のアスファル トコンク リー トの耐用年数 を求める際にも,

この破壊基準式を使用することとした。

NfA:ア ス フ ァル トコ ンク リー トの破 壊回 数

SA:設 定 したひ び割れ 率 によ る定数(こ こで はSA=1(ひ び割 れ率20%)と した)

εt:ア ス フ ァル トコン ク リー ト下 面 の 引張 りひず み

EA:ア ス フ ァル トコ ンク リー トの弾 性係数(MN/m2)

C:ア ス フ ァル トコ ン ク リー トの空 隙率(Vv)と アス フ ァル ト量(Vb)の 関数

アスファル トコンク リー トの空隙率は密粒度の場合 とし,Vv=4.5%,ア ス ファル ト量をVb=6%

とした。アスファル トコンクリー トの弾性係数は温度20℃ の場合 として3000MN/m3と した。

速度衝撃率は式(6.3.1)および(6.3.2)に示したように,列 車最高速度160km/hの ときのロング レー

ル における速度衝撃率は1.48,継 目レールにおける速度衝撃率は1.8と なる。 これは輪重変動の

最大値であるので,実 際にはこの荷重が常 に作用するということはないが,こ こでは最も厳 しい

場合の条件 として輪重変動の最大値が常に作用する条件で試計算 を行 った。式(6.4.1)に入力するひ

ずみは,FEMで 求め られた最大主 ひずみに対 して,速 度衝撃率を乗 じた値 とした。

耐用年数 の計算を表6.4.1に,計 算結果 を図6.4.1に 示す。この試計算の結果か ら,従 来の設計

路盤厚さとす ることで,鉄 道路盤 として妥当な耐用年数を有 して いる ことが分かる。 しか しなが

ら,こ れは荷重の非常 に厳 しい条件での試計算であ り,実 際の設計では静的輪重を中心 とした輪

重変動の分布 を考慮す るのが合理的である。また,ア スファル トコンクリー トは設計標準では粗

粒度 とされて いるので,密 粒度の場合よ りも設計寿命は短 くな る。一方,上 記の破壊基準式 には

道路における走行輪のばらつきの影響が含まれているが9),鉄道では固定された軌道の上を走行す

るため,走 行位置による載荷点のばらつきは生じない。そのため,耐 用年数を求める際には補正

を行 う必要がある。 また,実 際の設計時には季節 ごとの気温の変化 によるアスファル トコンク リ

ー トの変形係数の変化 も加味 しなければな らない。

以上の影 響を考慮 して アス ファル トコンクリー トの耐用年数を求めることで,性 能規定化 に対

応した強化路盤の設計を行 うことができる。



表6.4.1ア ス フ ァル トコンク リー トの耐 用年 数の計 算



図6.4.1速 度衝撃率を考慮 したアスファル トコンク リー トの耐用年数



6.5第6章 のまとめ

第6章 では強化路盤の設計を性能規定により行 うために,ア スファル トコンク リー トの疲労寿

命 によ り耐用年数 を規定す る方法を検討 した。アス ファル トコンクリー トの耐用年数 を求めるた

め には,ア スファル トコンク リー トの引張 りひずみを精度 良く推定する必要がある。 ここでは3

次元FEM解 析 によ り,ア スファル トコンクリー トのひずみを求める方法 を検討 した。第3章 から

第5章 までの検討によ り,線 形弾性解析においても解析パ ラメータを適切に設定することで,鉄

道路盤の変形挙動を実務上問題のない精度で表現することが可能であることが示されたことを踏

まえ,レ ール,ま くらぎ,バ ラス トを含めてモデル化 した解析 を行った。

解析の結果,ア スファル トコンクリー トのひずみは路盤のたわみ形状ではな く,離 散的に配置

されたまくらぎの位置の影響 を強く受けることが分かった。 また,引 張 りひずみの卓越する方 向

は,路 盤の厚さや路床の変形係数 によって変化するため,引 張 りひずみを評価す る際には最大主

ひずみを用いるのが適切であることが分かった。

新 しい設計方法によ り,平 成4年 に制定された 「構造物等設計標準 ・同解説 土構造物」示 さ

れている強化路盤の耐用年数を評価 したところ,従 来 の路盤厚 さは妥当な範囲であることが確認

できた。 しかしなが ら,性 能規定による設計方法では列車荷重や列車本数 に応 じた柔軟な設計に

対応することができるため,よ り経済的な設計を行 うことができるようになることが期待できる。
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第7章 結論

本研究では鉄道路盤の変形特性を検討するために,小 型模型を用いた移動荷重載荷試験,実 物

大アス ファル ト路盤直結軌道の載荷試験,お よびバラス ト上に設置 したまくらぎの載荷試験を行

った。また,そ れ らの試験 にお ける弾性挙動をFEMに よ り評価 した。小型模型による移動荷重載

荷試験,ま くらぎの載荷試験では累積沈下に関する検討 も行った。本研究では鉄道路盤の変形メ

カニズムについて詳細な検討を行った上で,ア ス ファル トコンクリー トを用いた強化路盤の変形

特性 を検討し,性 能規定化に対応 した新しい設計方法の提案を行った。

従来,軌 道や路盤の変形特性 を評価する際 には,レ ール上の一点で繰返 し載荷を行 う定点載荷

試験が主 に行われてきたが,定 点載荷試験では実際の列車走行 とは載荷方法が異なるので,軌 道

や鉄道路盤の変形 メカニズムが列車走行時と異なる可能性があった。すなわち,定 点載荷試験で

は繰返 し載荷を行 うと載荷点直下に局所的な残留変形が生 じ,繰 返 し載荷 とともに支持条件が変

化す るため,列 車の走行 に伴う軌道や路盤の変形メカニズムを検討するためには実際の列車走行

と同じような移動荷重による繰返 し載荷試験を行う必要があった。本研究では小型模型を用 いて

移動荷重載荷試験 を行い,移 動荷重載荷による軌道 と路盤 の変形メカニズムに関する詳細な検討

を行った。

強化路盤の小型模型を用いた移動荷重載荷試験を行 った結果,強 化路盤のアスファル トコンク

リー トのひずみは,路 盤が厚 い場合の方が小さくなることが確認された。また,繰 返 し載荷 に対

す る路盤の累積沈下量は,路 盤が厚い場合にやや小さくなることが確認 された。ただ し,路 床の

密度が大きい場合には沈下量が小さくなることが確認されたが,路 床 の密度 自体が大きい場合は

密度の差による沈下量の差が小さくなることが分かった。路盤が薄い(も しくは無い)場 合は,

軌道 の弾性変形量が大きくな り,そ の結果 として荷重がまくらぎに広 く分散され,載 荷点直下の

まくらぎ荷重分担率が小 さくなることが分かった。一方,路 盤が薄い(も しくは無 い)場 合は,

路盤 による荷重分散効果が小 さくな り,土 槽底面 における応力が大き くなることが確認された。

しか しなが ら,路 盤の有無は大 きな影響があるものの,路 盤の厚 さが累積沈下量や土槽底面の応

力に与える影響はあま り大き くはなかった。

載荷方式の影響として,移 動荷重載荷 を行 うと定点載荷よ りも沈下量が大きくなることが分か

った。 この原因 として,移 動荷重載荷ではすべてのまくらぎが最大荷重を受けるのに対 して,定

点載荷では載荷点の直下のみが最大荷重を受けること,定 点載荷 中には軌道の支持条件が変化 し,

載荷点直下のまくらぎ荷重分担率が減少するという構造 的な要因が大きいと考えられる。まくら

ぎの受ける荷重の大 きさの影響については,ま くらぎ1本 の模型に対 して載荷荷重を段階的に変

化させた繰返 し載荷試験 を行 うことによ り検討 を行った。その結果,載 荷荷重 を5%程 度減少させ



ただけで沈下量が半分程度 に減少す ることが分かった。つ まり,荷 重履歴 を受けている地盤では,

それよ り小 さい荷重を受けて も沈下量はあまり進まないため,載 荷中に荷重分担率が刻々と減少

する定点載荷では沈下量が小 さくなった と考えられる。沈下量 の定量的な評価のためには載荷方

式による構造的なメカニズムの検討に加え,移 動荷重載荷 における主応力方向の回転の影響も含

めた総合的な検討が必要である。

一方,画 像解析 によ り模型実験 における地盤内のひずみ分布 を検討 した結果,剛 性の高い路盤

が存在す る場合は路床のひずみが小さくなるが,路 盤がない場合や路盤の剛性が小さい場合には,

ま くらぎの直下にひずみが集 中す ることが分か った。

FEM解 析により,小 型模型を用 いた移動荷重載荷試験の弾性的な変形挙動のシミュレー ション

を行 った。は じめに要素分割数の影 響を検討 した結果,本 解析で行った程度の要素分割 を行って

いれ ば,解 析結果への影響は小さいことが確認された。移動荷重載荷 による模型の弾性挙動をFEM

によ りシミュ レー トす る際には,地 盤のパラメータを適切 に設定することで,ま くらぎ荷重分担

率,路 盤表面変位,土 槽底面鉛直応力について実験結果と整合性の高い結果を得ることができる

ことを確認 した。また,土 槽底面のせん断応力については,模 型実験において土槽底面 と地盤の

間にすべ りの影響があるため,FEMに おいてもばね要素を用 いるなどしてすべ りを表現する こと

で,実 測値 と整合性の高い結果を得ることができる ことが分かった。一方,FEMの 結果 を用いて

主応力の方向 とその大 きさを検討 した結果,ま くらぎ直下の浅 い位置では主応力の方向がほとん

ど変化 しないが,ま くらぎ中間部では2本 のまくらぎか ら荷重 を受けるため,主 応力の方向が変

化する ことが分かった。地盤の深い位置では複数のまくらぎか ら荷重を受けるため,ま くらぎ直

下において もまくらぎ中間部 と同様 に主応力の方向が回転す るものの,深 い位置では主応力の回

転量 自体が小さくなることが分かった。道路のように,地 盤の上を直接車輪が走行する場合 には

地盤内の浅い位置で主応力の方向が連続的に大きく変化する と考え られ るが,鉄 道のように離散

的に配置 されたまくらぎを介 して載荷が行われる場合 には,応 力が最も集中するまくらぎ直下で

は主応 力の方 向がほとんど回転 しないことが分かった。このよ うに鉄道 において,地 盤内の主応

力の回転 を評価す る際には,ま くらぎのように不連続な構造体で支持される場合の影響を考慮す

る必要がある。

また,FEMに よって得 られた弾性ひずみの分布 と模型実験によ り得 られた塑性ひずみの分布を

比較 した結果,ひ ずみの分布傾向は一致することが分かった。 これは,鉄 道の路盤や路床のよ う

に比較的微小なひずみ レベルでの繰返 し載荷においては,弾 性 ひずみの発生する箇所 に塑性ひず

み も蓄積されることを示 している。

アス ファル ト路盤の変形特性を評価す るために,実 物大のアス ファル ト路盤における静的載荷

試験 を行 った。本研究ではアス ファル ト路盤の上に直接まくらぎを設置するアス ファル ト路盤直

結軌道を試験敷設 して静的載荷試験 を行 い,FEM解 析によるシミュレーションを行 った。アス フ

ァル トコンクリー トのひずみ に関する詳細な計測 を行 った結果,静 的載荷試験ではアス ファル ト

コンク リー トの表層にも引張 りひずみが生 じたが,当 初行ったFEMで は表層付近 には圧縮ひずみ

が生じて いた。 これは,ア ス ファル ト路盤直結軌道のアスファル トコンク リー ト層が板構造 とし



て変形 していないことを示 している。その原 因として,ア スファル トコンクリー ト層は施工時に,

基層,中 間層,表 層の順 に転圧 されているため,各 層間のすべ りがアス ファル トコンクリー トの

ひずみに影響を与えている可能性が考えられた。そ こで,FEMに おいて各層間に水平方向に作用

するバネ要素を挿入する ことによ り層間のすべ りを表現 したところ,実 測値と整合性の高い結果

が得 られることが分かった。 このように,複 数の層 に分けて転圧するアスファル ト路盤では層問

のすべ りを考慮する必要が あることが分かったが,強 化路盤のアスファル トコンクリー ト層 は1

層で転圧されるため,ア スファル ト層間のすべ りを考慮す る必要はない。

以上は静的載荷による検 討であったが,輪 軸落下試験 によ りアスファル トコンク リー トの動的

挙動についても検 討を行 った。その結果,ア スファル ト路盤は衝撃荷重を受けた場合,静 的載荷

時 と比較す ると載荷荷重 に対 して変形量が小さく,ア ス ファル トコンク リー トのひずみも小 さい

ことが確認 された。これには地盤の慣性力による応力伝播 の遅れ と,ア スファル トコンクリー ト

と地盤の粘弾性的な速度依存性の影響が大きいと考え られ る。そのため,車 輪のフラットな どに

よ り衝撃荷重を受けた場合でも,静 的解析において衝撃荷重 を考慮すれば,ひ び割れの発生 につ

いては安全側の評価になると考え られ る。

一方,実 物大の試験軌道においてバ ラス ト軌道の変形特性 について検討を行 った。バ ラス ト軌

道 の試験軌道 において,下 面 にロー ドセルを取 り付けたま くらぎを設置 してモータカー走行試験

を行った。その結果,車 輪がまくらぎの直上にあるときにまくらぎが受 ける荷重は輪重の40%程

度であ り,ま くらぎの荷重分担率は載荷点直下:載 荷点隣:載 荷点2本 隣のまくらぎでおよそ0.4:

0.2:0.1と なる ことが確認 された。これは従来の強化路盤の設計 において仮定していたまくらぎの

荷重分担率が適切であることを示 している。また,本 研究で行 った移動荷重載荷試験の模型の剛

性が適切であった ことも示 している。

レールの上か ら複数のまくらぎに対 して定点載荷試験を行 うと支持条件が変化するという問題

が生 じるため,本 研究ではバラス トの上に実物大のまくらぎ1本 を設置 して繰返 し載荷試験を行

った。分割 した ロー ドセルで まくらぎ下面の圧力を測定 した結果,ま くらぎ下面の圧力はバラス

ト粒子 とまくらぎ下面の接触状態に起因す るばらつきが大き くなることが分かった。ただ し,ゴ

ム材を用 いた弾 性まくらぎの場合は弾性材がバ ラス ト表面の不陸を吸収するためばらつきが比較

的小さくな り,弾 性材がバ ラス トの移動を拘束するため繰返し載荷に伴 うまくらぎ下面圧力分布

の変化 も小さかった。 まくらぎ下面に作用す る荷重の合計値 を測定 した結果,ま くらぎ下面では

載荷荷重の90%程 度の荷重 を支持 していることが明らか となった。残 りの10%程 度の荷重 につ い

てはまくらぎ側面における摩擦力等により支持されているものと考え られた。

繰返 し載荷による残留沈下量は,ま くらぎ下面の材質の影響を受ける ことが分かった。滑 らか

な鉄 板 を用 いた 「Case1:Smooth」,滑 り止 めパ ター ン付 の 「Case2:Rough」,弾 性 ま く らぎ の

「Case3:Resilient」を比較 した結果,ま くらぎの沈下量はCase1>Case2>Case3の 順 となった。 これ

は,ま くらぎ底面がバラス ト粒子の移動を拘束することによ り,沈 下を抑制する効果があるため

であると考えられ る。

バ ラス ト上に設置 したま くらぎの載荷試験についてFEMに よるシミュレーションを行 った結



果,バ ラス ト軌道の変形特性は非線形性が強いものの,弾 性解析を行 う際にはバ ラス ト層のヤ ン

グ率に100kN/m2程 度の値 を用いることで妥当な路盤圧 力が得 られることが確認された。これは非

線形性 の強 いまくらぎの荷重-変 位曲線 において,荷 重 レベルの大きい部分の接線 ばね係数 に相

当する値である。バ ラス ト軌道 にお けるまくらぎの荷重-変 位曲線にはまくらぎ下面 とバ ラス ト

粒子間の接触状態の影響が強 く含 まれるが,バ ラス ト層自体 の変形係数として1 0 0 k N/m2程 度の値

を用いることで,荷 重 レベルの小さい領域に含まれる非線形性の強い部分の影響を取 り除いて路

盤圧力の評価 を行 うことがで きる。

以上の結果 により,解 析パ ラメータを適切に設定す ることで,弾 性解析 による3次 元FEM解 析

で列車荷重下における路盤の変形挙動を適切に評価で きることが確認できた。その上で実物大の

強化路盤を対象 としたFEM解 析 を行い,求 められたアスファル トコンクリー トのひずみか ら耐用

年数の試計算を行 った。解析では レール,ま くらぎ,バ ラス トを含めてモデル化 しているので,

軌道構造の形状や地盤剛性 による荷重分担率の違いを表現する ことができる。解析の結果,ア ス

ファル トコンクリー トのひずみは路盤のたわみ形状ではな く,離 散的に配置された まくらぎの位

置の影響を強 く受けることが明 らか となった。すなわち,ま くらぎ直下では引張 りひずみが生 じ

るが,ま くらぎ中間部ではひずみが小さく,路 盤や路床 の条件 によっては圧縮ひずみが生 じるこ

とが分かった。また,引 張 りひずみの卓越する方向は,路 盤の厚さや路床の剛性 によって変化す

るため,引 張 りひずみを評価す る際には最大主ひずみを用いるのが適切であることが分か った。

新 しい設計方法によ り,平 成4年 に制定された 「構造物等設計標準 ・同解説 土構造物」示 さ

れて いる強化路盤の耐用年数 を評価 したところ,従 来の路盤厚さは妥当な範囲であることが確認

できた。本研究で提案 した性能規定 による設計方法では列車荷重や列車本数に応 じた柔軟 な設計

に対応する ことができるため,よ り経済的な設計を行 うことができるようになることが期待でき

る。

以上のように,本 研究では鉄道路盤の変形メカニズム を詳細に検討 した上で,新 しい強化路盤

の設計方法 を提案 した。 また,移 動荷重載荷試験 と定点載荷試験の結果か ら,載 荷方式 による路

盤の変形特性の違いを明 らかにした。本研究によって,鉄 道路盤の弾性挙動については定量的な

評価 を行 うことができることが分かった。ただ し,解 析において一方,繰 返 し載荷 による塑性変

形につ いては変形のメカニズムが明 らかにな り,定 性的にはその挙動について評価す ることが可

能 となった。

今後の課題 として,繰 返 し載荷 による軌道および路盤の残留変形を定量的に求める方法を検討

することが必要である。特 に,路 盤に直接まくらぎやスラブを設置する省力化軌道では軌道の変

形が生 じた ときの補修が困難であるため,設 計時に残留沈下量を定量的に求めることができるこ

とが望 ましい。現在の設計で は地盤の剛性(平 板載荷試験のK30値)と 締固め密度で路床 の施工

管理を行ってお り,設 計標準に定められている基準 を満た していれば,有 害な沈下は生 じないと

いう考 え方 に基づいて設計が行われている。この設計方法では列車荷重や列車本数などの使用条

件 によ らず,同 じ品質の路床 を構築する必要がある。それに対 して,列 車走行による路床 の残留

変形量が定量的 に求められ るよ うになれば,性 能規定化 に対応 した経済的な設計を行 うことが可



能になる。 しか しなが ら,列 車の走行による残留沈下 は本研究で明らかになったように,移 動荷

重載荷 による影響や軌道構造の影響,載 荷速度の影響等が寄与するため,非 常 にメカニズムが複

雑 となる。そのため,列 車の走行による地盤の残留変形量 を正 しく求めるため には,そ れぞれの

影響因子を複合的に評価する必要があると考え られる。

本研究で は静的な繰返 し載荷 によ り移動荷重 の影響 を検討 したが,実 際の列車走行で は時速

300km/h以 上の高速走行 による動的な影響 も考慮 しなけれ ばな らない。列車走行 による動的な影

響には,一 定の荷重が速い速度で移動する影響と,軌 道の形状や車体の動揺等によって載荷荷重

が変動する影響がある。列車が高速で走行する場合には載荷点の連続的な移動による地盤の動的

な応答の影響 も考慮す る必要が生 じる。また,レ ール継 目部な どの軌道の形状や構造物の境界 に

お いて発生する動的な輪重変動の影響 も考慮 しなければな らない。一方,地 盤材料の変形特性 に

は速度依存性があるため,載 荷速度が早 く,載 荷時間が短い場合には剛性の高い挙動 を示す。特

にアスフ ァル トコ ンク リー トは速度依存性が高い ことが知 られている。そのため,載 荷速度が速

く,載 荷時間の短 い高速走行時には地盤材料の物性的には変形が小さくなる方向に作用す る。 こ

のように,地 盤材料の物性 としては変形が小さくなる方向に作用 し,構 造体 としての動的な応答

について は変形が大 きくなる方向に作用する場合が あると考え られるため,残 留変形 につ いての

定量的な検討を行 うためには これ らの影響 を総合的 に評価する必要がある。

繰返 し載荷 による地盤材料の変形特性 については今後,要 素試験等を通じて詳細 に検討 を行 う

必要がある。本研究 にお いて,不 連続に支持 された まくらぎの直下付近では主応力の回転量は小

さいことが分かったが,剛 性の高い路盤 に連続的に支持された省力化軌道や地盤のある程度深 い

位置で は主応力方向の回転 の影響は無視することができないと考えられる。要素試験を通 じて,

主応力方向の回転量 とその影響を定量的 に評価す る必要がある。また,速 度依存性の影響 も作用

すると考えられるので,最 終的には載荷周波数の影響 も検討 していく必要がある。

移動荷重載荷 の影響 としては,本 研究ではレール長手方向に平行な平面ひずみ条件で実験 を行

ったが,実 際にはレール直角方向の変形 も考慮しなければな らない。弾性挙動については本研究

で解析による3次 元的な検討 を行ったが,今 後の課題 として繰返 し載荷 による残留変形量につい

ても3次 元的な評価 を行 う必要がある。

このように,列 車 の走行による路盤の残留沈下 に対 しては多 くの要因が作用 してお り,そ のメ

カニズムは非常 に複雑である。そのため,路 盤の残留沈下量 を定量的に正 しく求めるためには,

以上のような課題 を今後検討す る必要がある。
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